
（平成２３年３月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 106 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 104 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 33 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



兵庫国民年金 事案 2229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月及び同年２月              

私は、昭和 56年 12月末に会社を退職し、57年２月にＡ市に転居した。 

その後一年間はアルバイトをしており、58 年３月に同市で就職したが、

その頃は年金の知識もなく、支払う余裕もなかったので、そのままにしてい

た。 

その後の昭和 59 年３月に、同市の勤務先で厚生年金保険に加入した際、

社長が国民年金の空白部分を支払うべきだと助言してくれたので、その頃か

ら３か月分ずつ空白部分を支払ってきた。未納分の保険料は全部納付したは

ずなのに、２か月だけが未納とされており、納得できないので第三者委員会

へ申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年３月頃に、当時勤務していた会社の社長に勧められ、

国民年金保険料の納付を開始したと主張しているところ、国民年金手帳記号番

号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は同年１月 12 日に払い出

されていることが確認できる上、申立人の所持する 58 年４月から同年９月ま

での国民年金保険料を納付したことを示す領収書によると、当該期間の保険料

を 59年２月１日に納付していることが確認でき、申立人の主張と一致する。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間を除く国民年金の加入

期間に未納期間は無く、平成元年４月以降は前納により保険料を納付するなど、

申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、国民年金被保険者台帳によると、申立人は、国民年金に加入した時

点で未納となっていた昭和 57 年１月から 58 年３月までの国民年金保険料を、

厚生年金保険に加入した 59 年３月以降に、３か月ごとに過年度納付している



ことが確認でき、計画的に未納の解消に努めている状況がうかがえることから、

納付意識の高い申立人が、２か月と短期間の申立期間の保険料を納付していた

ものと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



兵庫国民年金 事案 2230 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 40年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 40年３月まで 

② 昭和 55年 10月から 58年３月まで 

私と夫の国民年金保険料は、亡くなった夫の父親が全て納付していたが、

夫だけ納付済みで私の記録が無いのは不自然だと思う。詳しく調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民

年金手帳記号番号は、Ａ市で国民年金制度発足時に払い出されており、国民年

金被保険者台帳から、昭和 36年４月から 37年３月まで同市で保険料を納付済

みであることが確認できるところ、Ｂ市の国民年金被保険者名簿によると、申

立人が同年同月の婚姻後に転居した同市においても、当該番号が承継されてい

ることが確認でき、婚姻後の同居家族である申立人の夫及びその義母は、申立

期間①の保険料を全て納付済みである上、申立期間①直後の昭和 40 年度及び

41年度の保険料についても、申立人とその夫の納付年月日は全て同一であり、

保険料の納付記録に関して夫婦の同一性が認められる。 

また、申立人に係るＢ市の国民年金被保険者名簿には、「名簿紛失のため

40.12.22 再製」と記載されており、当初に作成された同被保険者名簿の内容

が不明である上、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金被

保険者台帳は、昭和 43年３月 25日以後にＣ社会保険事務所（当時）からＤ社

会保険事務所（当時）へ移管されていることが確認でき、申立人は 37 年７月

にＢ市に転入届を提出していることから、同被保険者台帳の移管が著しく遅延



したことが認められる。 

さらに、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳によると、申立人は、昭

和 37年度から 41年度まで保険料未納とされていたが、上記の再製されたＢ市

の国民年金被保険者名簿には、40年度に納付済みと記載されていることから、

平成22年６月22日に申立期間①直後の期間について記録訂正が行われており、

これらの事情から、申立人の申立期間①に係る記録管理上の不備がみられ、申

立人は、当時同居していたその夫及び義母と同様に当該期間の保険料を納付し

ていたものと考えても不自然ではない。 

一方、申立期間②について、申立人の夫も未納である上、当該期間における

保険料の納付は、申立人の義父が行っていたとしており、申立人は直接関与し

ておらず、その義父も既に死亡していることから、具体的な納付状況等は不明

である。 

また、申立人に係るＢ市の昭和 55 年度の国民年金収滞納一覧表及び国民年

金被保険者台帳によれば、申立期間②について、未納と記録されており、オン

ライン記録と一致している。 

加えて、申立人及びその義父が申立期間②に係る国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 
その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和37年４月から40年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における船員保険被保険者資格の喪失日は、昭和 26 年２月１

日であると認められることから、船員保険被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間のうち、昭和 25年８月から 26年１月までの標準報酬月額に

ついては、5,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24年 10月１日から 25年 12月１日まで 

         ② 昭和 25年２月１日から同年７月１日まで 

         ③ 昭和 25年８月１日から 26年 11月 13日まで 

私は、Ａ社が所有していたＢ丸の船長の紹介により、同社に入社し、約１

年半、水夫（甲板員）として同船に乗船していた。 

その間一度も下船した記憶は無いが、船員保険被保険者記録は２か月しか

ないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③のうち、昭和 25年８月１日から 26年２月１日までの期間につ

いて、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿では、同社が船員保険の適用事業所

となった 25 年７月１日（新規適用日）に、58 人（申立人を含む。）が船員

保険被保険者資格を取得しているにもかかわらず、申立人のみが当該取得日

より前の同年２月１日に資格喪失する不自然な記録となっている。 

    なお、当該名簿は、船舶ごとに船長、機関長、水夫長及び水夫等の順に氏

名が記載されていることが確認できるが、昭和 25 年７月１日に資格を取得

している申立人をＡ社に紹介したとされるＢ丸の船長（整理番号＊番）、機

関長（同＊番）、水夫長（同＊番）、水夫である申立人（同＊番）の４人のう

ち、申立人以外の３人の同資格喪失日は 26年２月１日となっている。 

    また、オンライン記録によると、昭和 25 年１月１日から同年２月１日ま

での期間及び同年７月１日から同年８月１日までの期間について、申立人の

 



 

Ａ社における船員保険被保険者記録が確認できるが、上記被保険者名簿及び

申立人に係る船員保険被保険者台帳（旧台帳）には、同年２月１日の船員保

険被保険者資格喪失日に対応する同被保険者資格取得日及び同年７月１日

の同被保険者資格取得日に対応する同被保険者資格喪失日の記載が確認で

きない不自然な記録となっている。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 26 年２月１日に

船員保険被保険者資格を喪失した旨の届出を、社会保険出張所（当時）に対

して行い、その結果、申立人は、申立期間③のうち、25 年８月１日から 26

年２月１日までの期間において、船員保険被保険者であったことが認められ

る。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 25 年７月の船

員保険被保険者台帳の記録より、5,000円とすることが妥当である。 

２ 一方、申立期間①、②及び③のうち昭和 26 年２月１日から同年 11 月 13

日までの期間については、Ａ社の元従業員５人に照会したところ、唯一回答

のあった元従業員は申立人を記憶しておらず、同社に当時の資料も残ってい

ないことから、申立人の当該期間における勤務実態及び船員保険の加入状況

を確認することができない。 

  また、申立期間①及び②については、Ａ社の新規適用日（昭和 25 年７月

１日）より前の期間であることが確認でき、申立期間③のうち 26 年２月１

日から同年 11月 13日までの期間については、上記のとおり、申立人と共に

Ｂ丸に乗船していた船長以下３人の船員保険被保険者資格喪失日は同年２

月１日であることが確認できる。 

  このほか、申立人が申立期間①、②及び③のうち昭和 26 年２月１日から

同年 11月 13日までの期間について、船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から船員保険

料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②及び③のうち昭和

26 年２月１日から同年 11 月 13 日までに係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2977 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 32 年２月４日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１

万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 32年１月 10日から同年２月４日まで 

    私は、昭和 31年３月にＡ社に入社し、35年３月に同社を退職するまでの

間、同社及び同社の子会社であるＣ社で継続して勤務した。しかしながら、

Ａ社からＣ社に出向となった申立期間に係る年金記録は、32年１月 10日に

資格を喪失し、同年２月４日に資格を取得したこととされており、１か月の

空白期間が生じていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＣ社における元同僚二人（うち一人は経理担当者）の証言から判断

すると、申立人はＡ社及び関連会社であるＣ社に継続して勤務し（Ａ社からＣ

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、異動日について、上記経理担当者は、「申立期間当時の給与は親会社

であるＡ社から支給されており、給与から厚生年金保険料が控除されていたと

思う。」と証言していることから、昭和 32 年２月４日にＣ社が厚生年金保険

の適用事業所となるまでの期間については、申立人の厚生年金保険の適用はＡ

社において行われるべきだったと考えられることから同日とすることが妥当

である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 31

年 12 月の社会保険出張所（当時）の記録から、１万 4,000 円とすることが妥



 

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2978 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 17年６月１日から 20年４月１日までの期間について

は、申立人のＡ社Ｂ製造所における労働者年金保険被保険者資格取得日は 17

年６月１日、資格喪失日は 20 年４月１日であると認められることから、申立

人に係る被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 17年６月から 19年１

月までは 30円、同年２月から 20年３月までは 50円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年４月７日から 27年８月１日まで 

    私の夫は、結婚前にＡ社Ｂ製造所で仕事をしていた。製造所での式に参加

した際の壮大な情景等を聞かされ、製品の一部を見せてもらったことを覚え

ている。年金記録が欠落しているので、訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 17年６月１日から 20年４月１日までの期間につい

ては、元同僚、申立人の親族及び同級生の証言により、申立人はＡ社Ｂ製造

所に勤務していたことがうかがえる。 

また、Ａ社Ｂ製造所に係る労働者年金保険被保険者名簿の記録により、申

立人と氏名及び生年月日が一致し基礎年金番号に統合されていない被保険

者記録が確認でき、当該未統合記録は申立人の厚生年金保険被保険者記録で

あることが認められる。 

一方、当該未統合記録については、Ａ社Ｂ製造所における労働者年金保険

被保険者資格取得日（昭和 17 年４月７日）の記載はあるが、同資格喪失日

に係る記載が無い上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に

おいても、上記被保険者名簿と同様に、被保険者資格取得日に係る記録はあ



 

るが、同資格喪失日に係る記載は無い。 

しかし、ⅰ）申立人は、父親が死亡し人手が足りなくなった実家の農業を

手伝うため、Ａ社Ｂ製造所を退職し、実家に帰ってきたとする申立人の親族

の証言、ⅱ）戸籍謄本により確認できる申立人の父親の死亡日（昭和 20 年

＊月＊日）、ⅲ）申立人のＡ社Ｂ製造所に係る労働者年金保険被保険者名簿

及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）で確認できる標準報酬月額の改定

の記録等を総合的に判断すると、申立人の同社における厚生年金保険被保険

者資格喪失日は、昭和 20年４月１日とすることが妥当である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、当該未統合記録から、昭和

17年６月から 19年１月までの期間は 30円、同年２月から 20年３月までの

期間は 50円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 17 年４月７日から同年６月１日までの期間につい

ては、労働者年金保険法（昭和 17 年６月施行）に基づく労働者年金保険制

度が発足する以前の期間である。 

３ 申立期間のうち、昭和 20年４月１日から 27年８月１日までの期間につい

ては、Ａ社Ｂ製造所では、申立人に係る資料は保存されておらず、申立人の

厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、Ａ社Ｂ製造所において申立期間に厚生年金保険被保険者資格を有し、

所在が確認できた 10 人に照会し、７人から回答があったものの、申立人の

当該期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の加入状況に関する証言が得ら

れない。 

さらに、申立人は既に死亡しており、当時の状況を聴取する事ができない

上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2979 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 25年 12月２日から 26年５月 30日までの期間につい

て、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は25年12月２日、

同資格喪失日は 26年５月 30日であると認められることから、申立人に係る厚

生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 25年 12月及び 26年

１月は 3,000円、同年２月から同年４月までは 4,500円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年 11月 20日から 26年５月 30日まで 

    私は、昔のメモ帳に、Ａ社に勤めていたことを記入しているし、仕事内容

や職場環境もよく覚えているので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 25年 12月２日から 26年５月 30日までの期間につ

いては、申立人が保管するメモ帳に、「昭和二十五年十一月二十日Ａ社ニ入

社ス」「昭和二十六年五月廿六日Ａ社ヲ退社スル」と記入されていることが

確認できる。 

また、オンライン記録によると、当該期間に係る申立人の厚生年金保険被

保険者記録は確認できないが、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿（以下「被保険者名簿」という。）によると、厚生年金保険の記号番号欄

は空欄となっているものの、申立人と氏名、生年月日及び性別が一致し、資

格取得日を昭和 25年 12月２日、資格喪失日を 26年５月 30日とする被保険

者記録が確認できる。 

  さらに、上記の被保険者名簿によると、申立人同様、厚生年金保険の記号

番号欄が空欄となっている者が、申立人のほかに６人確認できるところ、こ

のうち昭和 26 年６月１日の当該被保険者名簿の書換え後も被保険者資格を



 

有する４人は、いずれも書換え後の被保険者名簿において同記号番号が記載

されている上、オンライン記録により確認できる当該４人の厚生年金保険被

保険者資格取得日は、書換え前及び書換え後の被保険者名簿に記載されてい

る同資格取得日と一致することが確認できる。 

  加えて、申立期間当時のＡ社の元事務担当者二人は、「健康保険料と厚生

年金保険料はセットで控除していた。健康保険だけ加入することはできなか

った。」とそれぞれ証言している。 

    これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録である

と認められ、かつ、事業主は、申立人がＡ社において、昭和 25年 12月２日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、26年５月 30日に同資格を喪失した

旨の届出を社会保険出張所（当時）に対して行ったことが認められる。 

    なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿に記載さ

れている標準報酬月額の記録から、昭和 25 年 12 月及び 26 年１月は 3,000

円、同年２月から同年４月までは 4,500円とすることが妥当である。 

  ２ 申立期間のうち、昭和 25年 11月 20日から同年 12月２日までの期間につ

いては、上記のとおり、申立人が保管するメモ帳において、25 年 11 月 20

日に入社した旨の記載が確認できる。 

しかしながら、Ａ社の上記の元事務担当者２人を含む元従業員３人が、「試

用期間があった。」とそれぞれ証言しており、このうち２人の厚生年金保険

の資格取得月は、自身が記憶する入社時期の翌月であることが確認できるこ

とから、同社では、必ずしも全ての従業員について、入社と同時に厚生年金

保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

 このほか、申立人が、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2980 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 28万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の当該標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 11月 16日から 62年 10月１日まで 

    私は、昭和 61年 11月にＡ社から関連会社のＢ社に異動し、その際、給与

が下がったことは無かったのに、年金記録では同年 11月から 62年９月まで

の標準報酬月額が、異動前の 28万円から 20万円に下がっている。 

    申立期間の 11 か月のうち、最初の２か月と最後の３か月について残って

いる給与明細書をみると、給与から控除された厚生年金保険料は申立期間の

前後と同じ額であるので、当該期間の標準報酬月額を 28 万円に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している給与明細書により、申立人が、申立期間のうち、昭和

61年 11月、同年 12月及び 62年７月から同年９月までの給与から、その主張

する標準報酬月額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが確認できる。 

また、昭和 62 年１月から同年６月までの期間については、給与明細書は保

管されていないものの、申立人が所持する預金通帳によると、61 年１月から

同年 12月までの間及び 62年７月から同年 11月までの給与明細書に記載され

ている支給額とほぼ同額の給与が毎月25日若しくは26日に振り込まれている

ことが確認できる。 

これらのことから総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、その



 

主張する標準報酬月額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、納付を確認できる資料が保存されていないため

不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格

喪失日に係る記録を昭和 47 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 15日から同年４月１日まで 

私は、Ａ社で勤務していたが、Ｄ社のＥ部門を切り離し、Ａ社とＤ社が半

分ずつ出資して設立するＦ社の下請け新会社準備のため、昭和 47年４月１

日からＧ地にあるＤ社の事務所に出勤することになった。同年３月末日ま

では引き継ぎのため、Ａ社Ｃ支店に出勤し継続して勤務していたのに年金

記録が欠落しているので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された社員名簿、同社の回答及び申立人と同様の異動をしてい

る元同僚の年金記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和

47年４月１日に同社からＤ社に出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 47年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、13万 4,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は、納付したかどうかは不明であるとしているが、同社から提出された厚生年

金保険被保険者資格喪失確認通知書（写）に記載されている資格喪失日が昭和

47年３月 15日となっていることから、事業主は同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の



 

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



 

兵庫厚生年金 事案 2982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 19年 12 月 16日から 20年１月 11日ま

での期間において船員保険の被保険者であったと認められることから、申立人

のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を 19年 12 月 16日、

資格喪失日に係る記録を 20年１月 11日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

55円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、Ａ社における資格喪失日は昭和 20

年 11 月９日であると認められることから、当該期間に係る船員保険被保険者

資格喪失日に係る記録を同日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 60 円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年６月 25日から 20年４月１日まで 

             ② 昭和 20年５月１日から同年 11月９日まで 

    私は、Ｃ海員養成所で受講中にＡ社所有のＤ丸に乗船した。同船は昭和

19 年６月＊日、Ｅ沖で沈没し、私は負傷した。Ｆ病院に１か月弱入院し、

さらに、Ｇの病院に転院、治療を受けた。その後、半年間ほど、同社運航の

Ｈ丸に乗船勤務した。また、同社には 20年４月１日から同年 11月８日まで

勤務した。申立期間①は、同社又は同養成所において、申立期間②は、同社

において、それぞれ船員保険に加入していたと思うので、年金記録を回復し

てもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ｄ丸で負傷した後、Ｈ丸に乗船勤務し

た。」と供述しているところ、Ｂ社が提出した申立人に係る船員保険被保険

者台帳（以下「被保険者台帳」という。）によると、船舶名「Ｈ丸」昭和 19

年 12 月 16 日資格取得、20 年１月 11 日資格喪失との記載が確認できる上、

申立人は、同船を下船した理由について、「Ｄ丸で負傷後の状態が思わしく

なかったので、仕事が厳しく感じられた。このため、体調が悪いということ



 

を理由にしたように思う。」と供述しているところ、被保険者台帳の資格喪

失欄には「病」の記載が確認でき、申立人の供述と符合する。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19年 12 月 16日

に被保険者資格を取得し、20年１月 11日に同資格を喪失した旨の届出を社

会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、被保険者台帳の記録から 55

円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②については、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立

人の資格取得日は昭和 20 年４月１日と記載され、資格喪失日欄は空欄とな

っているところ、申立人のオンライン記録は、同日資格取得、同年５月１日

資格喪失となっている。 

しかしながら、申立人の被保険者台帳において、昭和 20 年４月１日資格

取得、同年 11月９日資格喪失の記載が確認できる上、日本年金機構は、「被

保険者名簿に資格取得日のみが記載されている場合には、資格取得日の翌月

１日を資格喪失日として処理をしている。資格喪失日を変更すべき新たな事

実が判明した場合には見直しをする。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における船員保険被保険者資

格の喪失日は、昭和 20年 11月９日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、被保険者台帳の記録から 60

円とすることが妥当である。 

３ 一方、申立期間①のうち、昭和 19年６月 25日から同年 12月 16日までの

期間及び20年１月11日から同年４月１日までの期間については、申立人は、

「乗船した船が 19 年６月＊日に沈没し、１か月弱入院後、転院、治療を受

けた。」と供述していること及び上記「１」に記載のとおり、下船により 20

年１月 11日に資格を喪失したと確認できることから、「適用船舶に乗り組む

ため雇用されている者で、船内で使用されていない者」（以下「予備船員」

という。）であったと推認されるところ、船員保険法において、予備船員が

船員保険の被保険者となるのは 20年４月１日以降である。 

このほか、申立人が申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から船員保険

料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が当該期間において、船員保険被保険者であったとは認めら

れない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 47 年６月９日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４

万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年６月９日から同年７月１日まで 

私は、昭和 47年６月９日にＡ社に入社し、同年 12月まで在籍していた。

同社における給与支払明細書によると、厚生年金保険料が６か月間控除さ

れているのに、年金記録が５か月間しか無いことに納得できない。 

厚生年金保険被保険者資格取得日が 47年６月９日と記録されるべきとこ

ろ、同年７月１日と誤って記録されていると思うので、申立期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立人から提出された給与支払明細書の記載

等から判断すると、申立人がＡ社に昭和 47 年６月９日から勤務していたこと

が確認できる。 

また、昭和 47年７月から同年 12月までの給与支払明細書において、厚生年

金保険料が控除されていることが確認できるところ、Ａ社の複数の元従業員は、

「同社では、保険料は翌月控除であった。」と証言している。 

これらのことから判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から４万 2,000円とすることが妥当で

ある。 



 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2984 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が、申立期間のうち、昭和 19年 10月１日に厚生年金保険

被保険者の資格を取得した旨の届出を保険出張所（当時）に対し行ったことが

認められ、かつ、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日は、

20 年３月１日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立人の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20年５月頃まで 

昭和18年４月から20年５月頃まで正社員としてＡ社Ｄ支店に勤務してい

たので、19 年 10 月１日から 20 年５月頃までの期間は厚生年金保険被保険

者記録があるはずである。調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ｂ社が保管する申立人に係る人事表により、申立人は、昭和 18年３月 19

日にＡ社に入行し、20年２月 28日に退職したことが確認できる。 

２ Ａ社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）によると、申立人が団体郵便年金に加入していたことを事由に、厚生

年金保険を適用除外とされていたことを示す「郵 除外」の記載が確認でき

る。 

また、厚生年金保険制度が発足した昭和 19年６月１日（準備期間を経て、

同年 10月１日から保険料徴収を開始）から 22年９月１日までの期間におい

ては、団体郵便年金と厚生年金保険において、ⅰ）団体郵便年金の掛け金の

厚生年金保険への移管、ⅱ）団体郵便年金加入者に対する厚生年金保険の適

用除外、ⅲ）一旦適用除外された者が厚生年金保険に適用されるに至った場

合における被保険者期間の通算、という３つの調整措置が設けられていたと

ころ、Ｂ社によると、「Ａ社（当時）では、厚生年金保険制度が発足した

19 年６月時点における国内在籍者は、団体郵便年金制度に加入させ、社会

保険事務所（当時は、保険出張所）に「資格取得届」及び「適用除外申請」



 

を提出し、団体郵便年金適用除外制度が廃止されるまでの期間、保険料を全

額会社負担で、同制度に加入させていた。」と回答している。 

さらに、上記の調整措置は昭和 22 年９月１日をもって廃止され、適用除

外を受けていた期間については、本人からの申請により、厚生年金保険の被

保険者期間として認める取扱いが行われたところ、日本年金機構Ｅ事務セン

ターは、「団体郵便年金から厚生年金保険への移管に係る資料は保管してい

ない。」と回答しているが、申立人は、オンライン記録において、19 年 10

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した記録が確認できることから、

団体郵便年金の加入期間について、厚生年金保険の加入期間として取り扱わ

れたものと推認できる。 

３ 厚生年金保険被保険者台帳受払簿によると、厚生年金保険制度が発足した

昭和 19 年６月１日付けでＡ社の被保険者 252 人に対して連続する厚生年金

保険の記号番号が払い出され、当該 252人のうち、申立人を含む被保険者番

号が連続する 16 人について調査したところ、全員が同年６月１日にＡ社Ｃ

支店において被保険者資格を取得しているが、このうち申立人を含む 14 人

については資格喪失日の記載が無い上、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

も確認することができない。 

これらのことから、Ａ社Ｃ支店に係る被保険者資格の喪失に係る事務処理

が適切に行われなかった可能性がうかがえる。 

４ これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録の管理が適切であっ

たとは認められず、申立人は、昭和 19年 10 月１日から 20年３月１日まで

Ａ社Ｃ支店で勤務し、同支店における資格喪失日は、同日であると認められ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律 78号）附則第３条の規定に準じ、

１万円とすることが妥当である。 

５ 一方、申立期間のうち、昭和 20 年３月１日から同年５月頃までの期間に

ついては、人事表に、同年２月 28日退職と記載されている上、上記 16人の

うち、所在が確認できた４人に、団体郵便年金制度及び申立人の勤務実態に

ついて照会し、３人から回答を得たものの、全員が同制度及び申立人につい

て記憶しておらず、申立人の勤務実態を確認することができない。 

このほか、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

兵庫厚生年金 事案 2985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 44年４月 11日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月 11日から同年５月１日まで 

私は、昭和 33年 11月にＡ社に入社し、平成 12年４月に同社を定年退職

するまで継続して勤務したにもかかわらず、同社勤務期間中の昭和 44 年４

月 11 日から同年５月１日までの期間が厚生年金保険被保険者期間となって

いないので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された異動歴、Ｃ健康保険組合が発行した健康保険資格喪失証

明書及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤

務し（昭和 44年４月 11日に同社Ｄ工場から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 44 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から６万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は申立人に係る申立期間の保険料の納入告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 16 年６月 30 日における標準賞与額の記録は事後訂正の結果

78万 7,000円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75条本文の規

定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の 50

万円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額

（78 万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標

準賞与額に係る記録を 78万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額（50万円)に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16年６月 30日の標準賞与額が支給された賞与額

に比べて低いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準賞与額は、当初

50 万円と記録されたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 22 年 11 月に、78 万 7,000 円に訂正されたところ、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、当該

訂正後の標準賞与額（78 万 7,000 円）ではなく、当初記録されていた標準賞

与額（50万円）となっている。 

  しかしながら、事業所が保管する支給控除一覧表から、申立期間について、

その主張する標準賞与額（78 万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、事業主は

申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であっ

たことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を 75万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先の

Ａ事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなか

ったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、75 万 6,000 円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与

額の届出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付し

ていないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 74万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、74万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 67万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、67万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 50万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、50万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2991 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 61万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、61万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 58万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、58万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2993 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 51万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、51万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2994 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 56万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、56万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2995 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 49万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、49万 6,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2996 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 60万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、60万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2997 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 42万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、42万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2998 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 26万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、26万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 2999 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 50万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、50万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3000 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 44万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、44万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3001 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 45万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、45万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3002 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 106万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、106 万 6,000 円の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3003 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 47万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、47万 2,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3004 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 50万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、50万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3005 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 71万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、71万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3006 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 49万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、49万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3007 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 43万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、43万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 50万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、50万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 40万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、40万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 55万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、55万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3011 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 77万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、77万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3013 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 55万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、55万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3014 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 46万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、46万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3015 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 49万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、49万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3017 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 42万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、42万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 56万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、56万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 51万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、51万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3021 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 63万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行

ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、63万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 45万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、45万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 40万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、40万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 40万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、40万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 36万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、36万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3026 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 48万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、48万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3027 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 67万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、67万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3028 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 53万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、53万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 74万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、74万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 31万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、31万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 15万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、15万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 61万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、61万 2,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3033 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 37万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、37万 6,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 37万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、37万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3035 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 14万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、14万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3036 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 38万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、38万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 14万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、14万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3038 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 59万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、59万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3039 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 42万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、42万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3040 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 46万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、46万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3041 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 74万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、74万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3042 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 14万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、14万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3043 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 38万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、38万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3044 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 14万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、14万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3045 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 65万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、65万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3046 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 68万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、68万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3047 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 45万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、45万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3048 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 39万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、39万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3049 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 37万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、37万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3050 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3051 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3052 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3053 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 36万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、36万 2,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3054 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3055 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 33万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、33万 7,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3056 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、41万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 63万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、63万 2,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3058 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 55万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、55万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3059 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 56万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、56万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3060 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 35万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、35万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3061 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 37万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、37万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3062 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 40万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、40万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3063 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 39万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、39万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3064 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 49万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、49万 2,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3065 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 11万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、11万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3066 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 84万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、84万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3067 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 9万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、9 万 5,000 円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3068 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 97万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、97万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3069 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 58万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、58万 9,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3070 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 13万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、13万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 12万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、12万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 12万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、12万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3073 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 12万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、12万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3074 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 12万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、12万 8,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3075 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 12万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、12万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 50万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、50万 3,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3077 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 38万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、38万 1,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3078 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 46万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、46万 4,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

兵庫厚生年金 事案 3079 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 43万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 30日 

    私の年金記録では、平成 16 年６月の標準賞与額の記録が無い。勤務先のＡ

事業所によると、社会保険事務所（当時）へ賞与支払届を提出していなかった

とのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所から提出された支給控除一覧表により、申立人は、43万 5,000円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、標準賞与額の届

出を行っている上、当該期間に係る厚生年金保険料については、納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる 



 

兵庫国民年金 事案 2231（事案 333の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立人の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

私は、昭和 36年から国民年金に加入し、41年３月まで自宅に来ていた集

金人に毎月 100円の国民年金保険料を納付していた。年金記録問題が起こる

以前から、社会保険事務所（当時）に苦情を申し立てていたが、納付記録が

回復されないため、第三者委員会へ申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に対し国民年金手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情が見当たらないこと、ⅱ）納付等をう

かがわせる周辺事情も見当たらないこと、ⅲ）申立人が国民年金に加入してい

たことを知っていたとする元夫からの証言を得ることができず、申立期間当時

の経緯を確認することができないこと、ⅳ）国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無いこと、等を理由として、既に当

委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行っ

た旨、平成 20年７月 14日付けで通知が行われている。 

   申立人は、今回、新たな関連資料及び周辺事情は無いものの、当該通知され

た内容の全てに納得できないとの主張により再申立てを行っているところ、当

委員会において、再申立ての内容及び口頭意見陳述における主張も踏まえ審議

を行ったが、委員会の当初の決定を変更すべき事情はうかがえなかったことか

ら、今回の申立てをもって、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 2232 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 49年６月から 51年３月までの期間及び 56年３月から 57年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 29年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 49年６月から 51年３月まで 

             ② 昭和 56年３月から 57年３月まで 

        私は、自分で国民年金の加入手続を行ったことはなく、同居していた母親

が私の 20歳到達時の昭和 49年頃に手続を行ってくれたと思う。しかし、母

親は既に他界しており詳しいことは全く分からない。また、私は、申立期間

当時、自分の給料を全て母親に渡していたので、その中から、母親が私の国

民年金保険料を納付してくれていたと思うが、当時の納付状況等も分からな

い。申立期間①及び②について、保険料の納付記録が無く、未納とされてい

ることについて、もう一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、自身が 20歳に到達した昭和 49年頃に、申

立人の母親が申立人の国民年金加入手続を行い、申立期間の保険料を納付して

くれていたと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の同手帳記号番号は 51年７月 15日に払い出されていることが確認でき、申立

内容と符合しない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿では、申立期間①の保険料は未納と記録

されている上、同被保険者名簿の備考欄を見ると、「51.6.26 適用もれ」と記

載されており、同時期に同市役所から申立人の母親に架電している記録が確認

できることから、申立人の母親は、同時点まで申立人の加入手続を行っていな

かったことが推認できる。 

さらに、申立期間①の保険料は、上記の国民年金手帳記号番号の払出時期か

ら過年度納付することは可能であったが、申立人と同日に連番で同手帳記号番



 

号が払い出されている申立人の兄についても、Ａ市の国民年金被保険者名簿及

び国民年金被保険者台帳（特殊台帳）によると、昭和 51 年３月以前の期間に

ついて保険料が未納であることが確認できる。 

申立期間②について、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した後の期

間であるところ、Ａ市の国民年金台帳及び国民年金被保険者台帳（特殊台帳）

において、当該期間の保険料の納付記録は確認できず、オンライン記録と一致

している上、特殊台帳の記録を見ると、その直後の昭和 57 年度の保険料を昭

和 58年８月 15日に過年度納付していることが確認できることから、同時点ま

で当該期間の保険料は未納であったことが推認できる。 

また、申立人自身は、国民年金への加入手続及び申立期間①及び②の保険料

の納付に直接関与していない上、申立人の保険料を納付していたとする母親は

既に死亡していることから、保険料の納付状況等が不明である。 

このほか、申立人に対して、申立期間①及び②に係る上記とは別の国民年金

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立

人及びその母親が当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2233 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61年４月から 62年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から 62年 12月まで 

    私は、昭和 61 年３月末に、Ａ事業所を退職し、Ｂ市からＣ市の実家に戻

り、両親と一緒に生活していた。当時、国民年金の改正が話題になっており、

父親から国民年金に加入するよう強く勧められたことから、自分で、Ｃ市役

所で加入手続を行った。加入手続後、いつ頃どのような形で納付書が届き、

どのような方法で保険料を納付したか定かでは無く、当時の家計簿や領収書

等は紛失し、納付を証明するものは残ってない。              

    昭和 61 年度は、無職で、父親の扶養家族になっていたが、貯金があり、

納付書が届いた時に一括で保険料を納付したと思う。調査の上、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成２年３月 19 日に払い出されていることが確認できる上、Ｃ市の同手帳払

出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、同年同月８日に払い出されている

ことが確認でき、申立人は、この頃に加入手続を行ったものと推認されること

から、この時点において申立期間は時効により保険料を納付することはできな

い期間となる。                              

また、Ｃ市の国民年金収滞納一覧表によると、申立期間の保険料納付記録は

無い上、オンライン記録においても申立期間の納付記録は無い。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料のうち、昭和 61年４月から 62年３月

までの分は、一括で納付したと主張しているものの、納付についての具体的な

記憶は無い上、申立期間のうち、同年４月から同年 12 月までの期間はＤ国に

留学していたことから、申立人の母親に保険料の納付等を全て任せていたとし



 

ており、その母親も納付書が届けば、必ず納付していると供述しているものの、

申立人の保険料を納付したとする具体的な記憶は無く、61 年４月頃に申立人

の国民年金の加入手続が行われ、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人及びその母親が申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和63年12月から平成４年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 12月から平成４年４月まで 

私は、勤務していた会社を昭和 63年 12月に退職し、国民年金に切り替え

るためにＡ市のＢ市民センターで加入手続を行い、第３号被保険者資格を喪

失した妻と共に金融機関で国民年金保険料を納付するようになった。 

記録を確認したところ、昭和 63 年から平成４年まで私の記録が無いとさ

れていることが分かった。夫婦で同時に保険料を納めてきて、妻は未納無く

保険料を納付しているのに、私だけ記録が無いとされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63年 12月に会社を退職した際、Ａ市役所Ｂ市民センターで

国民年金に加入する手続を行い、その後は、金融機関で国民年金保険料を夫婦

共に納付していたと主張しているところ、オンライン記録によると、申立人の

妻は、申立期間は納付済みと記録されていることが確認できるものの、申立人

の申立期間は、未加入期間と記録されていることが確認でき、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

また、申立人の妻が所持する年金手帳の国民年金の記録欄を見ると、申立期

間の始期である昭和63年12月に第３号被保険者から第１号被保険者へ種別変

更を行っていることが確認できるが、申立人が所持する年金手帳の国民年金の

記録欄を見ても、57年２月４日付けで国民年金の被保険者資格を喪失した後、

平成６年４月 27 日付けで国民年金の同資格を再取得するまでの間、同資格を

取得した記載は無く、オンライン記録とも一致する。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい



 

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



 

兵庫国民年金 事案 2235 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年 10月から６年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 10月から６年 10月まで 

私は、会社を退職後の平成５年 10 月頃、Ａ市役所に出向き、国民年金と

国民健康保険の加入手続を行い、国民健康保険料は口座振替により納付し、

国民年金保険料は、納付書により銀行の窓口で定期的に納付していた。申立

期間について納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年 10 月頃にＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を銀行の窓口で納付していたと主張している。 

しかしながら、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立期間当

時、国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるが、国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより検索したが、申立人に対して国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間

であり、申立期間の保険料は納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 2236 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年７月から 58年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年７月から 58年９月まで 

私は、｢ねんきん特別便｣が届いたので、年金記録を確認したところ、昭和

57年７月から 58年９月までの期間の納付記録が確認できなかった。 

申立期間の国民年金保険料は、父親から口座引落しで保険料納付したと聞

いていたところ、申立期間ではないが口座引落しを行っている通知書が見付

かったこともあり、年金記録がおかしいと思うので第三者委員会に申し立て

た。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付の具体的な記

憶は無いものの、申立人の父親が納付してくれていたと主張しているところ、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は平成

５年７月９日に払い出されているが、申立期間当時に別の同手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立人の父

親が、申立期間の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を口座引落しで納付していたと

主張していることから、申立人から申出のあった金融機関に対し、該当口座番

号に係る申立期間の出入金記録を照会したが、申立期間における国民年金保険

料の口座振替は確認できない。 

さらに、申立人の国民年金保険料の納付を行っていたとする申立人の父親は、

既に死亡しているため、当時の状況を確認することができない上、申立人の父

親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年７月から 53年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月から 53年１月まで 

    私は、昭和 52 年７月に会社を退職後、Ａ市役所で国民年金に再加入し、

申立期間の国民年金保険料を毎月納付していた。 

    なお、昭和 54年までは生家の「Ｂ」姓であった。また、60歳になる直前

に社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、46 年８月から勤

務していた会社名が別の社名で記載されていた。 

    私は、昭和 60年 11月に会社を退職し、同年 12月に就職した際に厚生年

金保険の期間が継続していると勘違いをしたことで１か月抜けている以外

は、転職の際、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付している

はずである。申立期間の納付記録を復活してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 52 年７月に会社を退職後、国民年金の再加入手続をＡ市役所

で行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張している。 

しかしながら、国民年金被保険者台帳によると、申立人は昭和 46 年８月３

日に国民年金の被保険者資格を喪失していることが確認でき、その後、申立人

が国民年金に再加入したのは平成 11 年５月１日であることがオンライン記録

及び申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録から確認でき、申立期間にお

いて国民年金に再加入した形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金

の未加入期間であり、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付できなかっ

たものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、氏名を複数の読み方で検索し



 

たが、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 2238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年 10 月から 63年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月から 63年３月まで 

私が昭和 62年 10月に会社を退職して間もない頃、父親が私の国民年金の

加入手続を行い、保険料をＡ市役所に納めに行ってくれていた。私は、当時、

父親が 2,000円から 3,000円を一度に納めていたことを記憶しており、母親

も同じようなことを記憶している。 

現在、父親は既に亡くなっているため、詳細は分からず、私と母親も詳し

いことは覚えていない。当時、領収書を受け取っていたと思うが、災害のた

め紛失してしまい、関係する資料等も無い。年金記録に係る通知が郵送され、

申立期間の記録が無いことを知った。調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、オンライン記録上、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した後、Ｂ共済組合に加入するまでの期間で、国民年金の未加入期間であり、

申立人は被保険者として取扱われておらず、納付書が発行されず、保険料を納

付することができない期間である。 

また、Ｃ年金事務所及びＤ市の管理する年金記録において、申立人に対して

国民年金手帳記号番号が払い出された記録は確認できない上、申立人が所持す

る年金手帳においても、申立期間直前に勤務していた事業所の厚生年金保険の

記号番号及び基礎年金番号となる申立期間直後に加入していた共済組合の記

号番号は共に記載されているものの、国民年金の記号番号の記載は確認できな

い。 

さらに、オンライン記録及びＤ市の国民年金マスターチェックリストによる

と、申立人は、平成 18年８月 21日を資格取得日として、同月以降に基礎年金

番号による国民年金保険料の免除記録が確認できるものの、申立期間に係る加



 

入及び納付記録は確認できない。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておら

ず、申立人の加入手続及び保険料納付を行っていたとする申立人の父親は既に

死亡しており、申立人が記憶する保険料額（2,000 円から 3,000 円）も当時の

月額保険料額（7,400 円）と大きく異なっているなど記憶が曖昧
あいまい

であり、具体

的な納付状況等は不明である。 

このほか、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2239 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年５月から 49年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 49年５月まで 

    ねんきん特別便を見ると、私が 20 歳になった頃、父親が大学生であった

私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納めてくれていた記録が

無いことが分かったが、父親は常々、私が 20 歳になったときから、国民年

金保険料を納付していたと言っていたので、大学通学のため住所を移してい

た私の国民年金保険料を付加保険料を含め、実家のあるＡ町（現在は、Ｂ市）

で納めていたはずである。父は、既に他界しており当時の詳細は分からない

が、社会保険庁（当時）の年金記録に納得できないので第三者委員会へ申し

立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった頃、申立人の父親が申立人の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、国民年金手帳記号

番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年９月に払い

出されていることが確認でき、申立人の主張する加入時期と相違する上、申立

期間当時に別の同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

また、Ａ町の国民年金被保険者名簿によると、申立人の国民年金被保険者の

資格取得日は昭和 49 年６月 16 日と記録されていることが確認できるところ、

同年同月から51年６月までの保険料を同年６月16日に一括で納付しているも

のの、申立期間は国民年金の未加入期間であり、49 年５月以前の記載は無い

ことが確認できる。 

さらに、国民年金被保険者台帳によると、国民年金被保険者の資格取得日は

昭和 49年６月 16日と記録され、保険料に関する記録の同年５月の欄に「今月



 

迄不要」のゴム印が押されていることが確認できる上、上記Ａ町の国民年金被

保険者名簿の資格記録及び申立人の所持する年金手帳の初めて被保険者とな

った日の日付とも一致していることから、申立人の父親が、未加入期間となる

申立期間の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

加えて、申立人は申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、納付

を行ってくれていたとする申立人の父親は既に死亡しているため、当時の納付

状況を確認することができない上、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2240（事案 826の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年２月から 40 年 10 月までの期間、41 年４月から 43 年３

月までの期間及び63年２月から平成元年11月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年２月から 40年 10月まで 

             ② 昭和 41年４月から 43年３月まで 

             ③ 昭和 63年２月から平成元年 11月まで 

私は、昭和 37 年２月に自らＡ業を営むため、会社を退職した。厚生年金

保険に加入できなくなったため、国民年金に加入することは当然であると認

識していたので、その加入手続を行い、当時、同居していた母親が私に代わ

って保険料を集金人に払ってくれていた。また、63 年２月からは、私が経

営していた事業所を都合により休業したため、私は厚生年金保険の被保険者

資格を喪失する手続を行い、その後、事業所を再開するまでの期間について

は、当時取引のあったＢ金融機関の職員に、Ｃ市から送られてきた納付書と

共に国民年金保険料を預けていた。ところが、60 歳になった平成９年に、

統合された私の年金記録を確認したところ、国民年金の加入期間中に保険料

の未納があることや、厚生年金保険の加入期間中についても国民年金保険料

を納付していたことが分かった。私の国民年金記録については、昭和 36 年

４月に資格取得した旨の記録もあり、どうなっていたのかを再度詳しく調べ

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 43 年５月に払い出されており、当該期間の一部は時効により保険

料を納付できない期間となる上、申立人には当該期間について過去に遡って保

険料を納付した記憶が無く、当該期間に係る上記とは別の同手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないこと、ⅱ）申立人の国民年



 

金保険料を集金人に納付していたとしている申立人の母親は既に死亡してお

り、具体的な国民年金の加入手続や保険料の納付状況について不明であること、

また、申立期間③に係る申立てについては、申立人が国民年金保険料の納付に

使用したとする納付書の様式は、当時、Ｃ市で使用していた様式と異なる上、

オンライン記録によると、当該期間は、平成９年３月に未納期間である旨の追

加入力処理がなされる以前は未加入期間であったことから、申立人は被保険者

として取り扱われておらず、納付書も発行されなかったものと推認できること

などから、既に当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わな

いとの判断を行った旨、平成 21年１月 28日付けで通知が行われている。 

申立人は、今回、再申立てに当たって、申立期間の国民年金保険料の納付  

を示す新たな事情や資料を提示することはできないが、従前の調査結果に基づ

いて再度の審議を希望しているため、当委員会では、上記の調査結果に補足調

査を行い慎重に審議したが、申立人が申立期間において国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情を確認することはできず、そのほかに当委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 2241 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年９月から 51年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月から 51年９月まで 

     私は、昭和 50年前後に店を訪問して来たＡ市Ｂ区役所の国民年金の係の

人に勧められ、義妹と一緒に国民年金に加入した。その時、役所の人から、

今だったら何年間も遡って保険料を納付できると教えられ、義妹と一緒に最

初（20歳）からの分を支払ったような気がする。金額は 30数万円ぐらいと

記憶しており、その領収書は複写式で、店で確かに受け取った。 

     ねんきん特別便が自宅に届き、遡って納付した記録が無いことに大変驚

いた。詳しく調査して記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年頃に、国民年金に加入し、申立期間の保険料を遡って

約 30 数万円まとめて特例納付したと主張しているが、国民年金手帳記号番号

払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は 53年 11月に払い出されて

いることが確認でき、この頃に加入手続を行ったものと推認できることから、

申立期間の保険料を第３回特例納付（実施時期は、同年７月から 55 年６月ま

で）により納付することが可能であるが、申立人が所持する領収書及び国民年

金被保険者台帳の記録によれば、申立人は、同時期（54年１月）に、51年 10

月から 53 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できるものの、

申立人が申立期間の保険料を特例納付した記録は無く、同被保険者台帳の記載

内容に不自然な点は見られない上、申立期間の保険料を遡って特例納付した場

合に必要となる保険料額は 53万 2,000円であり、申立人の記憶する金額と乖離
か い り

する。 

   また、申立人は、その義妹と一緒に国民年金に加入し、共に特例納付を行っ

たと主張しているが、ⅰ）国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人及び



 

その義妹は３番違いで国民年金手帳記号番号が払い出されていること、ⅱ）国

民年金被保険者台帳によれば、共に昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの保険

料を 54 年１月に過年度納付していることが確認できること、ⅲ）Ａ市の国民

年金収滞納一覧表によれば、共に 53年４月から 54年３月までの保険料を同年

４月 28 日に現年度納付していることが確認できることから、両者の記録には

同一性が認められるものの、その義妹も、申立人と同様に 51 年９月以前の期

間は未納となっており、特例納付を行った記録は確認できない。 

さらに、申立人及びその義妹は、共に集金人に保険料を遡って特例納付した

と主張しているが、Ａ市によれば、特例納付は国庫金であるため、同市で取扱

っていない上、推進員による戸別徴収制度は昭和 52 年４月に廃止していると

回答しており、申立内容と符合しない。 

   加えて、申立人に対して、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払い

出された事情は見当たらない上、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2242 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年７月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年７月から 62年３月まで 

    店を開店した昭和 48 年７月頃に、自治会の方が国民健康保険料と一緒に

国民年金保険料の集金に来られ、元夫が私の国民年金の加入手続を行い、夫

婦の保険料を納付していた。 

その後、農協及び信用金庫の口座振替により保険料を納付していたが、申

立期間が未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年７月頃に、申立人の元夫が申立人の国民年金の加入手

続を行い、保険料を集金人に納付しており、遡って納付したことは聞いたこと

が無いと主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は 56 年３月に夫婦連番で払い出されていることが確

認でき、それ以前に別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらないことから、申立人が主張する加入時期と相違する上、上記払

出しの時点で、申立期間のうち 48年７月から 53年 12月までは、時効により

保険料を納付することはできず、54年１月から 55年３月までは過年度保険料

として納付が可能な期間であるが、申立人は、遡って保険料を納付したことは、

元夫から聞いたことが無いとしている。 

   また、オンライン記録によると、申立期間当時、夫婦の国民年金保険料を納

付していたとする申立人の元夫も、申立期間の保険料は未納であることが確認

できる。 

さらに、申立人は、国民年金に加入後、申立人の元夫が納付していたが、そ

の元夫が家を出た昭和 55 年頃以降の保険料を納付したことは無いと供述して

いるなど、申立内容に不自然な点が見られる。 



 

加えて、申立人及びその元夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年５月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年５月から 61年３月まで 

私は、昭和 56 年５月頃にＡ市役所か社会保険事務所（当時）で国民年金

の任意加入の手続を行い、その後、金融機関で毎月、国民年金保険料を納付

してきた。しかし、記録を確認すると、申立期間が未納とされており納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年５月頃に国民年金の任意加入の手続を行い、国民年金

保険料を納付してきたと主張しているところ、国民年金被保険者台帳によると、

申立人は、同年５月 14 日に任意加入被保険者の資格を取得し、同年 11 月 10

日にその資格を喪失していることが確認できるものの、同年５月から同年 10

月までは未納期間と記録されていることが確認でき、Ａ市の収滞納一覧表の記

録と一致する上、いずれの記録においても、同年 11月 10日に任意加入被保険

者の資格を喪失していることから、申立期間のうち同年同月から 61 年３月ま

では、未加入期間であることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を、毎月金融機関で納付してい

たと主張しているが、Ａ市によると、国民年金保険料の毎月納付が開始された

のは昭和 61年度からとしており、申立人の主張する納付方法と相違する。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する具体的な

記憶は無い上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2244 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 12月から 45年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 45年９月まで 

私は母親から、私が 20歳になった時、国民年金保険料を徴収していた集

金人から、「娘さんが 20歳になったのだから、国民年金を払ってはどうか。」

と言われたので、一緒に支払うことにしたと聞いている。当時、保険料の

支払いは徴収員が直接自宅まで訪れていた。国民年金手帳には、「昭和 41

年＊月＊日○任」と書いてあり、それは私が 20歳になった月である。しかし、

年金記録では 45 年 10 月からの記録しかなく、おかしいと思い、社会保険

事務センター（当時）に同手帳を送り、調べてもらったところ、記録が無

いという理由で、「41年＊月＊日○任」を取消線で削除され、新たに「45年

10月１日○強」と書かれて送られてきた。母親が私のために納めてくれた年

金がきちんと処理されていなかったのではないかと思い、納得できない。

しっかり調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

昭和 51年１月にＡ県で再発行された申立人が所持する国民年金手帳には、

当初、鉛筆書きで、「41年＊月＊日○任」と記載されていたことが確認できるこ

とから、申立人は、同時期に申立人の母親が申立人の加入手続を行い、保険料

を納付していたはずだと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、46年３月から同年７月までの間に払

い出されていることが確認できる上、前後の任意加入被保険者の資格取得日か

ら、申立人は、45年７月から同年 10月までの間に加入手続を行ったものと推

認できることから、申立内容と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿において、申立人が当時居住していたＢ

町（現在は、Ｃ市）で、昭和 41年９月から 43年４月までに国民年金手帳記号



 

番号が払い出された 208人を確認したところ、申立人に対して同手帳記号番号

が払い出された記録は無く、申立人が 41年＊月＊日に加入手続を行っていた

とは考え難い。 

さらに、Ｂ町の国民年金被保険者名簿によると、申立人の資格取得は、「昭

和 45年 10月１日 ○新  ○強」と記載されており、同日に強制加入被保険者とし

て新規加入したことが確認できることから、申立期間は未加入期間であり、申

立人は被保険者として扱われておらず、納付書が発行されず、保険料を納付で

きない期間である。 

加えて、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする

申立人の母親は、既に死亡しており、具体的な加入及び納付状況等は不明であ

る。 

このほか、45 か月もの長期にわたり、行政上の不備があったとは考え難い

上、申立人の母親が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年８月から 52年１月までの期間、58年７月から 59年３月

までの期間、同年 10 月から 62年３月までの期間、同年７月から 63年９月ま

での期間及び平成元年５月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年８月から 52年１月まで 

② 昭和 58年７月から 59年３月まで 

③ 昭和 59年 10月から 62年３月まで 

④ 昭和 62年７月から 63年９月まで 

⑤ 平成元年５月 

私は、夫が昭和 48 年７月まで勤務していた会社の財務担当者に勧められ

て、夫婦一緒に国民年金に加入し、３か月分ずつまとめてＡ市役所で夫婦二

人分の国民年金保険料を納付していた。申立期間が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年７月まで申立人の夫が勤務していた会社の財務担当者

に勧められて夫婦一緒に国民年金に加入し、夫婦二人分の国民年金保険料を３

か月分ずつまとめてＡ市役所で納付していたと主張している。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の夫の同手帳記

号番号は昭和 48 年９月 13 日に払い出されていることが確認できるのに対し、

申立人の同手帳記号番号は52年３月10日に払い出されていることが確認でき

る上、申立人が所持する年金手帳には、「初めて国民年金の被保険者となった

日」は、昭和 52年２月 10日と記載されていることが確認できることから、申

立人の主張する加入状況と相違する。 

また、オンライン記録により、申立人の夫の昭和 62 年４月から平成２年６

月までの納付記録を見ると、国民年金保険料を毎月月末に現年度納付している



 

ことが確認できるのに対し、申立人は、申立期間⑤を除く昭和 63年 10月から

平成２年 12 月までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、

申立人の主張する保険料納付状況と相違する。 

さらに、申立期間①は上記のとおり国民年金保険料を納付できない未加入期

間であり、申立期間②及び③については国民年金被保険者台帳及びオンライン

記録により未納とされていることが確認できる。 

加えて、申立期間④は、オンライン記録により、未納とされていることが確

認でき、申立人は、当該期間直後から国民年金保険料を過年度納付しているこ

とが確認できることから、申立内容とは符合しない上、申立期間⑤について、

申立人は、平成３年７月 31 日に申立期間⑤の保険料を納付したものの、当該

時点で、申立期間⑤は既に時効が完成していたため、時効完成前である元年７

月分に充当されていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①から⑤までの国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①から⑤までの国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 2246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 10月から 62年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 62年３月まで 

申立期間の保険料について、私は全額免除となっているが、税金もきちん

と納めていて、夫は納付済みであるのに一緒に納付している私が全額免除さ

れていることはあり得ない。当時は、家の改築ができるほど十分にお金があ

った。結婚当初の頃に免除された記憶はあるが、申立期間の時期に免除の手

続を行ったことは無く、まして更新の手続を行った覚えも無い。当時、私は

子育てと、入退院を繰り返していた父親の看病、高齢の祖父の世話で、毎日

を忙しく過ごしていたので、どこでどのように保険料を払ったのかなど、事

細かに覚えているはずがない。もし免除になっていれば、何年か後には、追

納できることを知らせてくるはずだが、そのような通知も全く無かった。必

ず保険料を納付しているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人に係るＡ市の国民年金収滞納一覧表によれば、申立期間について申

請免除と記録され、同市の国民年金過年度収滞納一覧表においても同様に申

請免除と記録されている上、同市の国民年金被保険者名簿によると、「申 57.10

～申免却下 62.9」と記載されていることが確認でき、これらの記録内容に不

自然な点は見当たらない。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳及びオンライン記録においても、

申立期間は申請免除と記録されている。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、申立人の夫の分と一緒に

金融機関で納付していたと主張しているが、Ａ市の国民年金収滞納一覧表に

よれば、申立人の夫は、集金人によって納付していたと記録されていること

から、申立人の供述内容と一致せず、申立期間に係る保険料の納付方法等に



 

ついて記憶が曖昧である。 

加えて、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、上記のとおり、申立人は

昭和 62年９月に申請免除が却下されているところ、オンライン記録によれば、

同年 10月以降の保険料について定期的に納付期限内に納付していることが確

認できるのに対し、同年８月及び同年９月の保険料については、63 年４月及

び同年３月に納付しており、62 年４月から同年７月までの保険料についても

平成元年７月５日に過年度納付していることから、申請免除が却下された時

期より前の期間については、その後、遡って保険料を納付していることが確

認できる。 

このほか、申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 3080 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年２月 27日から 40年３月 31日まで 

私は、昭和 40 年３月末にＡ社Ｂ支店を退職する際に、当該事業所から祝

い金として３万円ほど受けとったことは記憶しているが、脱退手当金という

言葉を知ったのは平成 19 年になってからである。同支店に勤務していた当

時、同支店は、脱退手当金の説明をせずに一方的に事務手続を行っていた。 

退職時に脱退手当金の説明があれば、脱退手当金を受給せずに将来年金を

受給するという選択もできたはずである。調査の上、記録の回復をお願いし

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、脱退手当金を受給したが、事業所が、脱退手当金の説明

をせずに支給手続を行っていたので、厚生年金保険の加入記録を回復してほし

い。」と主張しているが、年金記録確認第三者委員会においては、年金記録の

真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が無いか、脱退手当金を受け

取っていないことをうかがわせる事情が無いかなどの周辺事情を考慮して判

断することとなる。 

本事案では、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和 40 年６月 14

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、上記の被保険者名簿によると、昭和 38年３月 31日から 42 年４月１

日までに厚生年金保険被保険者資格を喪失し、かつ脱退手当金の受給資格があ



 

る 12 人（申立人を除く。）のうち 10 人に脱退手当金の支給記録が確認できる

上、いずれも同被保険者資格を喪失後６か月以内に脱退手当金の支給決定が行

われていることを踏まえると、申立人の供述のとおり、当該事業所では、退職

者に係る脱退手当金を代理請求していた可能性が高いと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3081 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から 32年１月１日まで 

    私は、高校の同級生であったＡオーナーの親族の紹介で、昭和 31 年４月

１日から同年 12 月末日までＢ現場において、Ｃ社Ａ班事務所の事務職をし

ていたが当該期間の年金記録が無い。調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶している入社経緯や複数の元同僚の氏名が、Ａオーナーの親族

の証言と一致すること等により、申立人は申立期間の頃にＢ現場Ａ班の事務を

していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｃ社では、「正社員であれば当時の在籍記録が残っているが、

申立人に係る在籍記録は無い。」と回答している上、Ａ班のオーナーは既に死

亡しており、その親族によると、「当時の資料は保存していない。」と証言し

ていることから、申立人の同社に係る厚生年金保険の加入状況について確認す

ることができない。 

また、連絡先の判明した申立人が記憶する同職種の元同僚に照会しても、申

立人のことを記憶しておらず、申立期間当時、Ｃ社Ｂ現場出張所に係る厚生年

金保険被保険者記録を有し連絡先の判明した 22人に照会し、14人から回答が

あったものの、申立人を記憶している者はいないことから、申立人の厚生年金

保険の加入状況に関する証言が得られない。 

さらに、Ｃ社Ｂ現場出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオ

ンライン記録によると、申立期間において、申立人が記憶するＡ班オーナーの

氏名が確認できるものの、申立人、申立人が記憶する元同僚及びＡ班オーナー

の親族が記憶するＡ班所属の元従業員二人について、いずれも、申立期間に厚

生年金保険被保険者記録は見当たらない上、健康保険の整理番号に欠番は無く、



 

申立人に係る記録の欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3082 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月 25日から同年６月１日まで 

             ② 昭和 22年９月 10日から同年 11月 25日まで 

    私は、職業安定所へ手紙で就職について照会したところ、Ａ事業所（現在

は、Ｂ事業所）Ｃ分室から連絡があり、昭和 21年４月 24日に同分室に出向

いたところ、翌日から、Ｄ港に停泊中のＥ丸に乗船し、機関員見習いとして

勤務することになり、22 年 11 月 25 日にＦ港で下船するまで引揚者の輸送

に従事したが、申立期間の船員保険の記録が無い。 

    船員保険についての説明も無く、健康保険証も交付されなかったが、病気

をしたこともなかったので、その必要も感じられず、給料の明細でどのよう

になっていたのかも分からない。当時の船員手帳及び給与明細書等は紛失し

たが、私が昭和 43年頃に記録したノートには、21年４月 25日から 22年 11

月 25日までＥ丸に乗船したことが記載されている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 21年４月 25日に、Ｄ港に停泊中

のＡ事業所のＥ丸に乗船した。採用されたとき、Ｅ丸はドック入りしており、

その船で寝泊まりした。」と主張し、同日からＥ丸に乗船したことを記載し

たノートの写しを提出しているところ、Ｂ事業所から提出された「Ｇ資料」

によると、Ｅ丸が 21年４月５日から同年５月 22日までドック入りしていた

旨の記載が確認できる。 

 しかしながら、Ｂ事業所では、「当所で保存している人事記録等において

申立人に該当するものが無く、申立人がＡ事業所で採用されていたか不明で

ある。」と回答しており、申立人の申立期間①における勤務実態等について

確認できない。 

 また、Ａ事業所が船員保険の適用事業所となったのは、昭和 21 年６月１



 

日であり、申立期間①は、当該事業所が船員保険の適用事業所となる前の期

間である。 

さらに、上記の「Ｇ資料」において、申立人と同様、昭和 21 年度のＥ丸

機関部の普通海員として氏名が確認できる乗組員 10人（申立人を除く。）の

うち、申立人と同日の昭和 21 年６月１日に船員保険被保険者資格を取得し

ている者は３人確認でき、このうち連絡先の判明した２人から聞き取りを行

ったものの、申立人の乗船時期に係る証言は得られない上、このうちの一人

は、「自分が乗船したのは 20年 12月１日からだったと思う。」と証言してい

る。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 22 年 11 月 25 日に下船するまで、

Ｅ丸に乗船し、引き揚げ者の輸送に従事していた。」と主張しており、同日

まで乗船したことを記載したノートの写しを提出している。 

  しかしながら、上記のとおり、Ｂ事業所では、「申立人に該当する人事記

録等が無い。」と回答しており、申立人の申立期間②における勤務実態につ

いて確認できない。 

  また、上記の「Ｇ資料」において、昭和 21 年度のＥ丸機関部の普通船員

として氏名が確認できる乗組員 10 人のうち、申立期間②よりも前に船員保

険被保険者資格を喪失している２人を除く８人中、連絡先の判明した２人の

うち１人は病気のため調査することができず、残りの一人も申立人のことを

記憶していないことから、申立期間②における申立人の勤務状況等に関する

証言が得られない。 

さらに、申立人は「Ｅ丸に乗船中、Ｈ地には何回も行ったが、最後の方は

Ｈ地に行かなかった。」と供述しているが、上記の「Ｇ資料」によると、昭

和 21年度の航海ではＨ地を寄港地とする航海が６回確認できる一方、22年

度の航海では、申立人の当該事業所に係る船員保険被保険者資格喪失日（同

年９月 10 日）まで、Ｈ地を寄港地とする航海が無いことが確認できるとこ

ろ、申立期間②中の第 19 回航海（航海期間は、22 年 10 月１日から同年同

月 19 日まで）において、Ｈ地を寄港地とする航海が確認でき、申立人の記

憶と相違する。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②において、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3083 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年１月 20日頃から同年５月１日まで 

    私は、申立期間当時、Ａ社内にあったＢ社のＣ室で勤務していたが、厚生

年金保険被保険者記録が無い。試用期間だったかもしれないが、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する申立人に係る履歴書、同社の回答及び申立人の勤務状況に関

する供述内容から判断すると、勤務期間は特定できないものの、申立人は、同

社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、「申立人の履歴書以外、申立人に関する記録が無

いため、申立人の在籍期間は不明である。当時の社会保険の資格取得届や同喪

失届の控えも保管しているが、申立人に係る書類は見当たらない。」と回答し

ており、申立人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

また、申立期間当時、Ｂ社において厚生年金保険被保険者資格を有する元従

業員に照会し、８人から回答があったものの、申立人が勤務したとするＡ社内

の事業所で勤務したとする者を含め、申立人を記憶する者がおらず、申立人の

勤務状況等に係る証言は得られない上、このうち３人が、「試用期間があった。」

と証言している。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の

氏名は見当たらない上、申立期間の前後を通じて、健康保険番号に欠番は無く、

申立人の記録の欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3084 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年９月１日から 39年 10月１日まで 

 私は、昭和 36 年９月１日から 39 年９月 30 日まで、Ａ地にあるＢ社で勤

務し、結婚退職によりＣ地へ転居した。 

 退職に伴い脱退手当金をもらった記憶は全く無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和40年１月20日に支給決

定されている上、申立人の厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生年金保

険被保険者原票には、脱退手当金を支給したことを示す「脱」の表示が記され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、「退職後すぐにＣ地に転居し、その後はＡ地には行ってい

ないので、脱退手当金を受け取ることができなかったはずである。」と主張し

ているが、申立期間に係る脱退手当金が支給されたとされる昭和 40 年当時は

既に送金払いが行われており、申立人がＣ地において脱退手当金を受給するこ

とは可能である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年８月１日から 30年２月 10日まで 

年金受給に際し、社会保険事務所（当時）で加入記録を調べたところ、Ａ

社で勤務していた昭和 29年８月から 31年９月までの加入記録が無かった。 

納得できなかったので、社会保険事務所に何度も確認したところ、後日、

「Ａ社で勤務していた時の加入記録が見付かった。」と連絡があった。 

しかし、判明した加入記録は、昭和 30年２月 10日から 31年９月 27日ま

での期間であり、入社して６か月後に厚生年金保険に加入したこととされて

いるので、改めて調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により住所及び生存が確認でき

た 18 人に照会したところ、回答があった８人のうち３人が申立人を記憶して

いるが、申立人の入社時期についての証言は無く、申立人が申立期間において

も同社で勤務していたことを確認することができない。 

また、申立人を記憶している上記の元同僚３人のうち二人は、いずれも「申

立人とは、１年以上一緒に勤務していた。」と証言しているところ、オンライ

ン記録によると、当該二人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は、

申立人の同被保険者資格喪失日（昭和 31 年９月 27 日）より後の同年 10 月１

日であることが確認できる上、同被保険者資格取得日は、当該二人がそれぞれ

記憶している入社時期（30 年４月及び同年 10 月）から約１年以上後であるこ

とから、同社では、必ずしも従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させて

いたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社の最後の代表者は、｢当時の事業主は既に死亡している上、同

社は平成７年８月＊日に清算結了し、関連資料が現存していない。｣と回答し



 

ており、申立人の厚生年金保険の加入状況等を聴取することができない。 

加えて、上記の被保険者名簿によると、申立人の生年月日が誤っていたため、

申立人の記録とされていなかった昭和 30年２月 10日から 31年９月 27日まで

の期間に係る厚生年金保険被保険者記録が申立人の記録として追加訂正され

たことがうかがえるものの、ほかに、申立期間の記録が欠落したことをうかが

わせるような不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料が給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 
 



 

兵庫厚生年金 事案 3086 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月 22日から 42年５月 26日まで 

    私は、Ａ市（現在は、Ｂ市）のＣ社Ｄ工場で働いた後、結婚してＥ市に住

むようになり、昭和 39年８月 22日から 42年５月 26日までＦ社で勤務して

いた。Ｃ社Ｄ工場では、「結婚するので脱退手当金を出してやれ。」という話

を聞き、同工場勤務分の脱退手当金を受給したが、Ｆ社では脱退手当金のこ

とについて何も聞いていないし、同社勤務分の脱退手当金も受給していない

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金が支給された

ことを意味する｢脱｣の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約４か月後の昭和 42年９月 19日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間前の同一の厚生年金番号で管理されていた４年間

以上の厚生年金保険被保険者期間については脱退手当金を受給しており、申立

期間の脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴

取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3087 

 
第１ 委員会の結論 
   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
   また、申立人は、申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでな

い。 
   さらに、申立人の申立期間④における標準報酬月額に係る記録訂正を認める

ことはできない。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年９月頃から 28年２月頃まで 

             ② 昭和 28年３月頃から 30年５月頃まで 

             ③ 昭和 40年 11月１日から 41年４月１日まで 

             ④ 昭和 62年 10月１日から 63年２月１日まで 

    私は、申立期間①については、Ａ社において、申立期間②については、Ｂ

社において勤務した。どちらも健康保険証を使用したことを覚えており、給

与から厚生年金保険料を控除されていた。また、申立期間③については、標

準報酬月額は８万 4,000円で届出されているはずであり、申立期間④につい

ては、私はＣ社の代表取締役であり、私の標準報酬月額が 47 万円から 26

万円に引き下げられるはずがないので確認をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社に勤務して、厚生年金保険料を控

除されていた。」と主張している。 

    しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 31年 10月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は、適用事業所にな

る前の期間である。 

    また、所在地を管轄する法務局において、Ａ社の商業登記簿謄本は確認で

きない上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者



 

名簿」という。）に記載された元事業主及び親族の所在も確認することがで

きない。 

    さらに、申立人の記憶する元同僚一人は、上記の被保険者名簿に記載され

ておらず、同名簿から所在が確認できた元従業員６人に当時の状況を照会し、

３人から回答を得たが、全員が申立人を覚えておらず、申立期間①において

申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されたことを示す証

言や証拠は得られない。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「Ｂ社に勤務して、厚生年金保険料を控

除されていた。」と主張している。 

    しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 34 年６月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時は、適用事業所にな

る前の期間である。 

    また、所在地を管轄する法務局において、Ｂ社の商業登記簿謄本は確認で

きない上、同社に係る被保険者名簿に記載された元事業主及び親族の所在も

確認することができない。 

    さらに、申立人の記憶する元同僚一人は、上記の被保険者名簿に記載され

ておらず、同名簿から所在が確認できた元従業員４人に当時の状況を照会し、

３人から回答を得たが、全員が申立人を覚えておらず、申立期間②において

申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されたことを示す証

言や証拠は得られない。 

    加えて、申立人は申立期間①及び②について「健康保険証を使用した。」

と主張しているが、申立人は健康保険証の使用について、その詳細を覚えて

いないことから健康保険証の使用に係る調査を行うことができない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立

期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

３ 申立期間③について、申立人は、「標準報酬月額は８万 4,000円で届出さ

れているはずである。」と主張している。 

しかしながら、Ｄ社に係る商業登記簿謄本から、同社は平成 15 年４月＊

日にＥ社に合併し解散したことが確認できるところ、同社は申立人に係る

「失業保険被保険者資格取得確認通知書」を保管しており、同通知書には、

申立人が申立期間③の始期において給与月額５万 960 円で届出された記録

が確認でき、当該給与月額に見合う標準報酬月額はオンライン記録と一致す



 

る。 

また、Ｄ社に係る被保険者名簿によると、申立人と同日に資格を取得した

被保険者が申立人を含め 14 人確認できるところ、各々の標準報酬月額につ

いては、申立人一人が５万 2,000円、その他の 13人は４万 8,000 円で資格

を取得している記載が確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

４ 申立期間④について、申立人は、「私はＣ社の代表取締役であり、標準報

酬月額が 26万円に引き下げられるはずがない。」と主張している。 

しかしながら、Ｃ社に係る被保険者名簿によると、申立人に係る標準報酬

月額が、昭和 62年 10 月に 47万円から 26万円に引き下げられた記載が確認

できることから、同社から社会保険事務所（当時）へ同年の算定基礎届が提

出され、その結果、届書に基づき保険料の改定が行われたと考えるのが自然

である。 

また、同名簿に記載された申立人の妻の記録についても昭和 62年 10月に

標準報酬月額が 47 万円から９万 8,000 円に引き下げられた記載が確認でき

るところ、当該妻は、「私の標準報酬月額の訂正処理は自分で行った。」と

供述しており、これらの標準報酬月額の訂正処理に係る届出について、会社

の関与なしに行われたとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責

任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理

の無効を主張することは信義則上許されず、申立期間④における標準報酬月

額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 
    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年 10月１日から 30年１月１日まで  

② 昭和 30年２月１日から同年 12月 27日まで            

    Ａ社の上司がＢ社（現在は、Ｃ社）に転職したので、その上司の紹介で昭

和 29 年 10 月１日にＢ社Ｄ支店に入社した。30 年７月頃、２か月入院する

労災事故を起こした。同年12月27日に退職するまで継続して勤務したのに、

申立期間の厚生年金保険の記録が欠落しており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は「昭和 29年 10月１日にＢ社Ｄ支店に入社

した。」と主張している。 

しかしながら、Ｃ社は、「申立人に係る人事記録及び申立期間当時の社会

保険関係の書類は保管していない。」と回答しており、申立人の当該期間に

おける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

また、申立人は、「前職のＡ社の上司がＢ社へ転職したので、その上司の

紹介で同社に入社した。」と供述しているが、当該上司は既に死亡しており、

申立人が姓を記憶する申立期間当時の上司についても、連絡先不明のため、

これらの者から当時の状況について確認することができない上、同社Ｄ支店

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

により、申立期間の頃に被保険者資格を有する元従業員のうち、連絡先の判

明した 14人に照会したところ、回答のあった 13人のうち３人が申立人を記

憶していたものの、申立人の勤務期間を記憶している者がおらず、申立人の

当該期間における勤務実態等に係る証言が得られない。 

さらに、Ｂ社Ｄ支店の元従業員のうち３人は、「試用期間のため、同社で

勤務を始めた日からしばらくの間、厚生年金保険の記録が無い。」と証言し



 

ている上、Ｃ社は、「加入しない者の給与から厚生年金保険料は控除するこ

とは無い。」と回答している。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 30年 12月 27日に退職するまで、

Ｂ社Ｄ支店で継続して勤務した。」と主張している。 

しかしながら、上記のとおり、Ｃ社では「申立人の人事記録等は保管して

いない。」と回答しており、Ｂ社Ｄ支店の元従業員に照会しても申立人の当

該期間における勤務状況に係る証言が得られない。 

また、申立人は、「昭和 30 年７月頃に労災事故で２か月入院した。」と

供述しているが、Ｆ労働基準監督署は「当時の書類は保管していない。」と

しており、当該労災事故について確認することができない上、申立期間当時

の元従業員に照会しても、当該労災事故に係る証言が得られない。 

さらに、Ｂ社Ｄ支店に係る被保険者名簿の申立人の欄を見ると、昭和 30

年２月１日に資格を喪失していることが確認でき、オンライン記録と一致す

る上、健康保険証を返納したことを示す「証返納済」の押印が確認できる。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 3089 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月 21日から 37年４月 19日まで 

             ② 昭和 37年４月 19日から同年９月５日まで 

    「ねんきん特別便｣が来たので社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の

加入記録を照会したところ、Ａ社で勤務していた昭和 34 年４月 21 日から

37年４月 19日までの期間（申立期間①）及びＢ社で勤務していた同年同月

同日から同年９月５日までの期間（申立期間②）については、脱退手当金支

給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金という給付制度そのものを知らず、請求も受給もしていない

ので、調査の上、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、昭和 42 年８月１日に支給決定されたこととなっ

ているところ、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人の

姓が同年７月13日に旧姓から新姓に変更（入籍は40年２月）されていること、

また、申立期間②における厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、当該期間に

係る事業所を退職した日から約４年 11か月後の 42年７月 24日に重複取消処

理（申立期間①における同記号番号に統合）されたことが確認できることから、

これらの事務処理は申立期間の脱退手当金の請求があったことに伴い行われ

たと考えるのが自然である上、当該払出簿における申立人の欄には、脱退手当

金が支給されたことを意味する｢脱｣の表示が記されているとともに、申立期間

の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年７月２日から 38年７月１日まで 

      ② 昭和 39年１月１日から 46年７月 16日まで 

    私は、Ａ社では、昭和 35 年７月から同年 12 月までは 7,000 円、36 年１

月から 38年 12月までは１万 5,000円の給与が支給されていた。また、Ｂ社

（現在は、Ｃ社）では 39年１月から 46年７月まで在籍していたが、当初３

か月の見習後に正社員となり、基本給 18 万円に残業手当があり、退職時の

給与は 25万円以上あったはずである。標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人は、「Ａ社では、昭和 35 年７月から同年 12 月

までは 7,000 円、36 年１月から 38 年 12 月までは１万 5,000 円の給与が支給

されていた。」と主張している。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申

立期間当時の事業主も既に死亡しており、当時の同僚の所在も確認できないた

め、申立人の申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認できない。 

また、申立期間①のうち、昭和 35年 11月１日から 36年１月 10日までにつ

いて、申立人は、「Ｂ社に在籍していたが、週末にはＡ社の仕事をしていた。」

と供述しており、オンライン記録によると、当該期間の標準報酬月額は、両社

における報酬月額の合算額である１万 6,000 円となっていることが確認でき

る。 

さらに、申立期間①については、申立人に係る厚生年金保険被保険者原票を

確認しても、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正されている等の不自然な記

載は見当たらず、オンライン記録とも一致している。 

申立期間②について、申立人は、「Ｂ社では、基本給 18万円に残業手当があ



 

り、退職時の給与は 25万円以上あったはずである。」と主張している。 

しかし、Ｃ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の資料は残っておらず、申立

人の標準報酬月額は不明である。」と回答しており、申立人の厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

また、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、被保険者資格を有

する同僚４人に照会したところ、当該４人は、「自分の標準報酬月額が給与と

比較して低いとは思っていない。」と供述している。 

さらに、申立期間②について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

ても、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正されている等の不自然な記載は見

当たらず、オンライン記録とも一致している。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人がその主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3091 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年５月１日から 42年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社で勤務していた昭和35年５月１日から42年６月１日までの期間について

は、脱退手当金支給済みであるとのことであった。 

    脱退手当金という給付制度そのものを知らず、請求も受給もしていないの

で、調査の上、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ａ社での厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約２年４か月後の昭和44年９月30日に支給決定されて

いることが確認できるところ、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 3092 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年３月１日から同年 10月 21日まで 

    私は、高校１年生から３年間、Ａ社でアルバイトとして勤務した後、昭和

55 年３月１日から同社の正社員になり、夜間大学に通いながら勤務した。

事業主から社会保険に関する説明は無く、健康保険証も年金手帳ももらわな

かったし、厚生年金保険料の控除についての記憶も無いが、同僚と同じ正社

員であったので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の現在の事業主で申立期間当時の申立人の元同僚の証言から、申立人が、

申立期間の頃に、同社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 54年１月 26日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、申立期間は、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

た後の期間である。 

また、上記の現在の事業主によると、「申立期間当時は、従業員からの希望

により、厚生年金保険の加入を止めていた時期なので、給料から厚生年金保険

料を控除していない。」と証言している。 

さらに、申立人の申立期間に係る雇用保険の記録も確認できない。 

このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 33年７月１日から 41年７月１日まで 

私は、昭和 33年７月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に入社し、41年

７月に夫の転勤に伴い退職したが、平成 22 年に年金事務所で年金記録を確

認したところ、同支店で勤務した期間の加入記録は、脱退手当金を受給した

ことにより存在しないと言われた。 

私は、脱退手当金の制度について知らないし、事業所から説明を聞いたこ

とも無く、脱退手当金を受け取っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ社Ｃ支店の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金が支給されたことを示す「脱」の表示が記載されている。 

また、上記の被保険者原票によると、申立人とほぼ同時期に勤務し、申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 41 年７月１日の前後４年以内

に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、かつ脱退手当金の受給資格を有してい

た女性の被保険者 18 人（申立人を除く。）のうち、９人に脱退手当金の支給

記録があり、当該９人全員について、同被保険者資格の喪失日から５か月以内

（申立人は、２か月後の 41年９月 20日）に脱退手当金の支給決定が行われて

いることが確認できる上、当該９人のうちの１人が、「会社が、脱退手当金の

請求手続を行ったと思う。」と証言していることを踏まえると、申立期間の脱

退手当金については、事業主による代理請求が行われていた可能性が高いもの

と考えられる。 

さらに、申立人が受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3094 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年６月１日から 26年５月 31日まで 

    私は、昭和 24年から２年間、 Ａ社に勤務していた。調査の上、年金記録

の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚が、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことを記憶してい

ることから、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

期間における申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

また、申立人は、「私は、Ａ社の発起人の一人であった。申立期間当時は、

同社の役員として勤務していた。」と供述しているところ、当該事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、当時の元代表者も被保険者記録

は確認できない。 

さらに、申立期間当時のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、健康保険整理番号に欠番は無く、申立人の厚生年金保険被保険者記録の

欠落をうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 3095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 12年３月１日から 14年５月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保

険被保険者資格を平成 12年３月１日に喪失後、厚生年金保険の記録が無い。

私は、８年７月から 14 年４月まで、親会社であるＡ社が経営するＣ事業所

で、主任として勤務していたので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこ

とは確認できる。 

しかし、Ｂ社から提出された社員名簿により、申立人は、厚生年金保険被保

険者資格を平成 12年３月１日に喪失していることが確認できる。 

また、申立期間当時の事務担当者は、「申立期間については、雇用形態の変

更もしくは本人の希望により、平成 12 年３月１日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失させる手続を行った。」と供述している。 

さらに、Ｄ市は、「申立人については、平成 12年３月１日から 20年４月１

日まで、国民健康保険の加入記録が確認できる。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 3096 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月 23日から同年４月１日まで 

平成６年４月から 10 年３月までＡ事業所に勤務し、臨時職員と日々雇用

職員を交互に１年ずつ更新しており、４年間途切れることなく継続して勤務

していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が欠落しているので、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成６年４月から 10 年３月までの４年間、Ａ事業所において、

臨時職員と日々雇用職員を１年ずつ更新しながら継続して勤務した。」と主張

している。 

しかしながら、Ａ事業所が保管する申立人に係る履歴書（平成８年２月 26

日現在で作成）によると、申立人が同年３月 22 日にＡ事業所Ｂ課を退職予定

である旨の記載が確認できる。 

また、Ａ事業所では、「申立人の履歴書の記載内容から、申立人は平成８年

３月 23 日までは日々雇用職員、同年４月１日から臨時職員として勤務してい

たことが確認できる。」と回答している上、オンライン記録によると、同年４

月１日に、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者資格を取得した者は申立人

のほかに 11 人確認できるところ、このうち３人が、申立人と同様、同年３月

23 日に当該事業所に係る同資格を喪失し、再度、同資格を取得した者である

ことが確認できる。 

なお、申立人は、平成８年分の給与所得の源泉徴収票を提出しているが、オ

ンライン記録で確認できる標準報酬月額及び当該源泉徴収票で確認できる給

与支払金額により、同年における厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料

を検証しても、申立期間（同年３月）の厚生年金保険料が控除されていたこと



 

を確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


